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1．年齢制限緩和の努力義務のあらまし（改正雇用対策法の関係条文と指針）
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※　改正雇用対策法第12条の規定に基づき、同法第７条に定める事項に関し、事業主が適切に対処するために必要なもの

として、「労働者の募集及び採用について年齢にかかわりなく均等な機会を与えることについて事業主が適切に対処する

ための指針」（年齢指針）が制定されました。制定に当たっては、法律案の国会審議を踏まえ、労働政策審議会の調査審

議（諮問答申）及びパブリックコメント手続を経ています。

１　指針の策定における基本的考え方

　①　今回設けられた年齢制限緩和の努力義務は、「年齢にかかわりなく働ける社会」の実現のための第1歩であ

ること。

　②　我が国の雇用慣行など現時点での募集・採用における現状を十分に踏まえるとともに、今後漸進的に見直し

を図っていくべきものであること。

２　年齢指針の骨子

　①　募集採用に当たっての基本原則

　　・労働者の年齢を理由として排除しないよう努めること。

　　・募集に当たり職務の内容や必要とされる能力などをできる限り明らかにするよう努めること。

　②　例外的に年齢制限が認められる場合の列挙（年齢制限を設ける場合は事業主の説明が必要）

　③　指針の周知徹底、必要な見直し

　現在我が国では、IT革命の進展、経済のグローバル化、経済構造改革などにより、経済・産業構造が大きく転
換する時期を迎えており、労働移動の増加、離職を余儀なくされる者の増大が懸念されています。このような中で、
職業生涯を通じて労働者の職業の安定を図るためには、労働者が離職を余儀なくされた場合に円滑に再就職できる
ようにすることが重要です。
　しかしながら、雇用失業情勢は厳しい状況が続いており、特に中高年齢者については、他の年齢層と比較して有
効求人倍率が非常に低く、再就職が難しい状況にあります。
　このように、特に厳しい雇用環境におかれている中高年齢者を始め、労働者の再就職を促進するために、平成
13年4月、雇用対策法が改正され、事業主の募集・採用における年齢制限の緩和の努力義務（第7条）が規定さ
れるとともに、この努力義務規定に事業主が適切に対応するための指針（「年齢指針」と呼びます。）を厚生労働大
臣が定めること（第12条）とされました。
　これらの規定や年齢指針は、平成13年10月1日から実施されています。

　事業主は、労働者がその有する能力を有効に発揮するために必要であると認められるとき※１は、労働者の募集

及び採用※２について、その年齢にかかわりなく均等な機会を与えるように努めなければならない※３。

※１ 「労働者がその有する能力を有効に発揮するために必要であると認められるとき」に、事業主が努力義務を負うこととされて
おり、我が国の雇用慣行と調和した規定となっています。これを受けて、現下の社会経済情勢にかんがみ、年齢制限を設ける
ことが認められる場合（具体的には、年齢指針の３に定める場合です。）に該当しないときには、年齢制限を行うことは認め
ないとするものです。

※２ 「労働者の募集及び採用」が、この努力義務の対象です。
※３ 「努めなければならない」として、努力義務を定めています。 

●雇用対策法第7条

　厚生労働大臣は、第７条に定める事項に関し、事業主が適切に対処するために必要な指針※４を定め、これを公

表する※５ものとする。

※４　この「指針」を「年齢指針」と呼ぶこととします。
※５　厚生労働大臣が告示したものです。（次ページ参照）

労働政策審議会における議論、報告（平成13年7月10日）の概要

●雇用対策法第12条
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2．「年齢指針」の内容
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●

●

●

●

（1）「年齢指針」の概要と基本的考え方
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●

●

（2）事業主が労働者の募集及び採用に当たって講ずべき措置（年齢指針2関係）
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（3）例外的に年齢制限が認められる場合（年齢指針3関係）
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　柔軟性・協調性などは個々人ごとに異なります。また、年下の上司であることなどについては、事前の説

明で労働者が納得した上で雇い入れることによりスムーズに対応を図ることも可能です。

「年齢で一律」にではなく、「個々の労働者の適性・能力」に着目して募集・採用を行っていただく

ようお願いします。

公共職業安定所での取扱い

「年齢制限が認められる場合」に該当しない不合理な理由や偏見による年齢制限は行わないようにしてください。

「不合理な理由による年齢制限」と考えられる代表的な例

● 高齢者は柔軟性・協調性・適応能力に欠ける
● 高齢者は意欲・気力に欠ける
● 高齢者は使いにくい
● 中高年は定着率が低い
● 上司が年下である
● 年輩者には補助的な仕事が頼みにくい　　　　　等

１．やむを得ず年齢制限を課してハローワークに求人を申し込まれる場合は、求人申込書の「年齢指針該当番

号」に前ページの①～⑩の該当する項目番号を、例えば「１」という形で記入していただくことになります。

２．例外的に年齢制限が認められる場合としては、前ページの①～⑩のいずれかに該当する旨を説明していた

だくことが必要です。

（1）記入いただいた「１」という記載内容は求人公開カードの年齢の欄に（指針第３の１）のように記載さ

れ、公開されます。

（2）求職者から問い合わせがあった場合には、求職者に対して①～⑩のいずれの場合に該当するか、その旨

を説明して下さい。

1

1

（年齢指針第３の１）

（年齢指針第３の１）
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　長期勤続によるキャリア形成を図る観点から、新規学卒者等である特定の年齢層の労働者を対象として募集

及び採用を行う場合

　企業の事業活動の継続や技能、ノウハウ等の継承の観点から、労働者数が最も少ない年齢層の労働者を補充

する必要がある状態等当該企業における労働者の年齢構成を維持・回復させるために特に必要があると認めら

れる状態において、特定の年齢層の労働者を対象として募集及び採用を行う場合

●

●

●

●
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　定年年齢又は継続雇用の最高雇用年齢と、労働者がその有する能力を有効に発揮するために必要とされる期

間又は当該業務に係る職業能力を形成するために必要とされる期間とを考慮して、特定の年齢以下の労働者を

対象として募集及び採用を行う場合

　事業主が募集及び採用に当たり条件として提示する賃金額を採用した者の年齢にかかわりなく支払うことと

するためには、年齢を主要な要素として賃金額を定めている就業規則との関係から、既に働いている労働者の

賃金額に変更を生じさせることとなる就業規則の変更が必要となる状態において、特定の年齢以下の労働者を

対象として募集及び採用を行う場合

●

●

●
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　特定の年齢層を対象とした商品の販売やサービスの提供等を行う業務について、当該年齢層の顧客等との関

係で当該業務の円滑な遂行を図る必要から、特定の年齢層の労働者を対象として募集及び採用を行う場合

　芸術・芸能の分野における表現の真実性等の要請から、特定の年齢層の労働者を対象として募集及び採用を

行う場合

　労働災害の発生状況等から、労働災害の防止や安全性の確保について特に考慮する必要があるとされる業務

について、特定の年齢層の労働者を対象として募集及び採用を行う場合

●

●

●

例外的に年齢制限が認められる場合 ⑤
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　行政機関による指導、勧奨等に応じる等行政機関の施策を踏まえて中高年齢者に限定して募集及び採用を行

う場合

　労働基準法等の法令の規定により、特定の年齢層の労働者の就業等が禁止又は制限されている業務について、

当該禁止又は制限されている年齢層の労働者を除いて募集及び採用を行う場合

●

●

●

●

●

　体力、視力等加齢に伴いその機能が低下するものに関して、採用後の勤務期間等の関係からその機能が一定

水準以上であることが業務の円滑な遂行に不可欠であるとされる当該業務について、特定の年齢以下の労働者

について募集及び採用を行う場合
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※　この実現のため、求人開拓の際や安定所窓口での求人受理に際し、個別に御説明させていただくこととし
ておりますので、事業主の皆様方には御理解と御協力をお願いいたします。

○　労働市場には、多くの経験豊かな中高年齢者がいらっしゃいます。年齢で一律に判断してしまうことをやめれば、
こうした方々の中に、貴社にあった、すばらしい人材がきっと見つかるはずです。

○　ハローワークを利用される場合以外も含め、労働者を募集・採用しようとされるとき、一度、立ち止まって考えて
みてください。本当に、今設けようとしている年齢制限は必要でしょうか。

○　みなさまの決断が、会社を活かし、社会を変え、多くの中高年齢者に生き甲斐と生活の安定をもたらします。

例えば、以下のQ＆Aを参考にこれからの募集・採用を考えてみて下さい。

（以下のQは事業主の皆様から寄せられた声を基にしています。）

Q．中高年齢者では最新技術についていけるか？
A．最新技術はその前提となる技術の積み上げの上に成り立っています。最新技術の基礎となる技術を習得

していればできる仕事もあり、中高年齢者にはかなりの技術を習得している人もいます。業務上必要な

技術を労働者の募集時に明確にして、それを採用の条件とするようにしてください。

Q．中高年齢者で新しい発想ができるか？
A．発想力などは大きな個人差があるものです。積み重ねた経験からしか生まれない発想も多いものです。個々

の労働者の方の個性をみるようにしてください。

Q．中高年齢者は頑固、協調性がないなど扱いにくいのではないか？
A．個性は人様々で、年齢にかかわりなく多様な人がいます。中高年齢者の方が社会経験を積んでいて社会性・

協調性があるという声もあり、年齢等の属性によって一律に判断できるものではありません。面接によ

って個々の労働者の方を見て判断していただくことが重要です。

Q．職務内容が厳しく中高年齢者では遂行が難しいのではないか？
A．どういった職務内容であるか、「毎月○時間の深夜作業あり」、「３交代制」、「○時間の立ち仕事」、「○

kgの荷運び」など、求職者の方にわかるように、できるだけ詳細に職務内容、労働条件を記載するよう

にしてください。その上で応募した方に職務内容を適切に遂行する体力など能力があるか見てください。

Q．中高年齢者への賃金は高くなければならないのではないか？
A．希望賃金額は、人によって異なります。賃金額が高くなくとも職務の内容ややりがいといった観点から

応募のチャンスを希望する労働者もいらっしゃいます。高い賃金を払えないから高年齢者を募集・採用
しないのではなく、幅広くチャンスを与えるようお願いします。

　労働者の募集・採用に際し年齢にかかわりなく均等な機会を与えるよう努めていただくことが重要
です。仮に、年齢指針の３のいずれかに該当しており、「いきなり年齢制限の撤廃はなかなか難しい」
という場合であっても、年齢上限をもう少し（例えば５歳）あげることができないか、検討いただく
ようお願いします。

※　ハローワークでは、職務遂行能力の高い人材を確保するための求人募集の仕方、その他人材確保につい
てのご相談、ご検討のお手伝いなどを行っております。お気軽にご相談ください。

事業主のみなさまへ
平成17年度に、年齢不問求人の割合を30％に
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求職者のみなさまへ
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